














不服として控訴した。Y は、原審に Z のした本件控訴を全部取り下げる旨の控
訴取下げ書を提出した。Z は、口頭弁論期日の指定を申し立て、その理由とし
て、Z は、本件判決の効力の及ぶ第三者に該当することが明らかであるところ、

















































































































































































（ 8 ）　『日本民事訴訟法改正調査委員会速記録』（第九回、大正11年 4 月 4 日付。以下、速記録
という。）222頁以下。


























































































































































































































































（29）　山本克己「共同訴訟的補助参加─最一小判昭和63年 2 月25日民集42巻 2 号120頁」法教
299号（平成17年）94頁。
（30）　三木浩一＝山本和彦編『民事訴訟法の改正課題』（平成24年）33頁。


























































































































































































した最一小判昭40・ 6 ・24民集19巻 4 号1001頁に反するからである。また、この
申立ての時期について改正研では触れられていないが、仮に訴訟係属中に申立て
ができるとすると、この意見には賛成しがたい。共同訴訟的補助参加であるか否
かが問題となるのは、訴訟の入口においてではなく、被参加人と意見が衝突し、
抵触行為がなされようとしている場合に問題となるのである。その時点で、「こ
の参加は共同訴訟的補助参加だ」と言わせることが可能となるのはいかにも参加
人に有利にすぎるのではなかろうか。それゆえ、民訴改正研の意見には賛成でき
ない。次に、参加人に従前の訴訟状態を受け入れさせるか否かでは状況に応じて
考え方が変わってくる。仮に被参加人が参加人の利益を害する目的で訴訟追行を
する場合には訴訟状態をそのまま引き継がせるわけにはいかないであろう。しか
し、当該研究会の別提案で詐害防止参加を廃止することが提案されていることと
の関係上、参加人にいかなる場合に訴訟状態を引き継がせるかを決しなければな
らないが、それは困難なことであろう。
　これらの提案を参考にすると、私見は以下のとおりである。まず、共同訴訟的
補助参加が、判決効を受けるにもかかわらず当事者適格がないために通常の補助
参加しかできないため第三者の保護が不十分であり古くから判例・学説上認めら
れてきたものである以上、その明文化は望ましいものであると考えられる。そし
て、共同訴訟的補助参加はあくまで補助参加の範疇にあるのであるから、通常の
補助参加と並べて、「非請求定立参加」として規定すべきように思われる。しか
し、上述のように申立ては不要であり、その点については従来の実務にしたがっ
て弁論主義に服さないとすべきであろう。最後に、訴訟状態の引継ぎに関して
は、原則的には引き継がなければならないと明文化し、但書で詐害性をもつ場合
にはこの限りではない、等と記載すればよいのではなかろうか。
　このように、民訴改正研の提案にそって各問題について意見を述べたが、最後
に、共同訴訟的補助参加とはいったい何なのかという問いについて、難問ではあ
るが、現時点での私見を述べておきたい。
　共同訴訟的補助参加は、従来から不透明な面が多い制度であるといわれてい
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る。しかしながら、上述のように、通常の補助参加か共同訴訟的補助参加かでは
大きな隔たりがあり、また、共同訴訟参加とも大きな溝がある。かくみてみれ
ば、共同訴訟的補助参加という制度は、単に、通常の補助参加と共同訴訟参加と
の間隙を埋めるものという立ち位置にすぎないのであろうか。民訴改正研におい
て、当該制度の立法化が提案されていることを鑑みても、共同訴訟的補助参加の
存在意義は、従来認識されてきたものよりもより大きなものであり、そうあるべ
きように思われる。というのも、通常の補助参加が担ってきたものではカヴァー
しきれないものを、共同訴訟的補助参加が担うことによって解決されることが必
要不可欠な場合が存在するからである。そこで、判例・学説が従来から認めてき
た以上に、共同訴訟的補助参加は、その立法化を伴って、通常の補助参加と同程
度にその効用を認識されてしかるべきように思われる。
